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　　＜社内報（例）＞　※ 2 回分以上

■営業所内にトレーニングルームや運動器具等を設置
■福利厚⽣としてスポーツジムと契約・利⽤
■社内で運動に関するイベントを実施、または運動に関する外部のイベントへの参加

　◦判断基準
　　　過去 1 年間（2025 年 7 月 2 日～ 2026 年 7 月 1 日）において取組を行っていること

　◦提出書類
　　・社内運動器具等の設置：設備の写真や案内等、申請営業所内での設置状況がわかる書類
　　・外部運動施設の利用：�ドライバーが利用するために、事業者がスポーツ施設等と契約をしている状況が

わかる書類（契約書など）
　　・運動のイベント等への参加：実施内容及び参加実績がわかる書類（案内及び報告等）
　　・日常的な運動：事業者が主体として実施した内容がわかる資料、及び実施の状況（写真・記録など）
　　　　　　　　　※年月日から複数回分の実施の実績がわかる書類を添付してください。

　◦確認内容
　　　（ア）具体的な実施内容　（イ）実施年月日

＜注意事項＞
　・�設備や福利厚⽣については基準日 2026 年 7 月 1 日現在で有効であることがわかる必要があります。
　※年月日等が明記された書類がない場合は、提出書類に記入（手書き可）してください。

■経済産業省による「健康経営優良法⼈」の認定取得
■協会けんぽや健康保険組合等が実施する「健康宣⾔」等 への参加

　◦判断基準
　　　基準⽇（2026 年 7 月 1 日）現在も有効であること、またはその取組を継続して⾏っていること

　◦提出書類
　　　認定書や宣⾔書のコピーまたは写真

$Î/œ�¥>82025�º9 �v 1�¥ $Î/œ�¥>82026�º5 �v1 �¥ 

④ 運動促進に係る取組

⑤ 健康に関する外部の認証制度等

グ
ル
ー
プ
４ 

― 

（1）

$Î/œ�¥>82025�º9 �v 1�¥ $Î/œ�¥>82026�º5 �v1 �¥ 
（イ）�発⾏年⽉⽇
　�（西暦、和暦どちらで

も構いません）

（ア）記事内容
　�（健康起因事故防⽌

に繋がる内容）

（ウ）展開の方法
　※�社内報、メール展開などが

分かるように。



- 65 -

　◦確認内容
　　　（ア）申請営業所の取組であること　（イ）基準日現在の取組であること

＜注意事項＞
　・書類に申請営業所名の記載がない場合（事業者名のみ）は⾃認してください。（手書き可）
　・�「健康宣⾔」の宣⾔⽇が、基準⽇より⼤きく遡る場合は、現在も取組がある旨を⾃認してください。（手

書き可）

　　　　　＜健康宣言書（例）＞

■健康起因事故防⽌に係る内容をテーマとした教育会や会議、ミーティング等の定期的な実施
■健康起因事故防⽌に係る内容をテーマとした外部の研修会等への参加
■定期的な栄養指導・健康に関する指導の実施

　◦判断基準
　　�　過去 1 年間（2025 年 7 月 2 日～ 2026 年 7 月 1 日）において、健康起因事故防⽌をテーマとした会議

や研修会等を自社内で 2 回以上実施していること。または外部の会議や研修、イベント等に 1 回以上参加し
ていること。

　◦提出書類
　　　⾃社内：会議や教育の実施記録、及び実施内容がわかる資料や議事概要等
　　　外　部：�受講や参加したことがわかる書類（修了証、受講記録など）、及び実施内容がわかる資料や実

施概要等（開催案内等でも可）

　◦確認内容
　　　（ア）取組の内容　（イ）実施（受講）年⽉⽇　（ウ）参加者　（エ）申請事業所（営業所）名

＜注意事項＞
　・�対象者は役職員名簿に記載をしてください（⼈数規定はありません）。
　　複数回について参加者が同⼀である必要はありません。
　・資料等から健康起因事故防⽌に係る内容が確認できない場合は加点とならない場合があります。
　・資料については、健康起因事故防⽌に係る内容を添付し、マーカーを付してください。
　　※量が多くなる場合は⼀部で構いません。
　・法的義務のある研修の資料は加点とならない場合があります。
　・グループ１やグループ２のいずれかの項⽬ですでに評価したものは無効となります。
　　※外部の研修について 1 回分の取組についてはグループ 1 −（2）で評価する内容になります。

宣言日：2024年○月○日

1 ～
2 ～
3 ～

○○保険組合 ○○支部

○○株式会社

目標

健康宣言書
宣⾔・認定の名称

年⽉⽇（西暦、和暦どちらでも構いません）
※�大きく遡る日付の場合は、現在も取組み

中である旨を自認

申請事業者名・事業所（営業所）名
※�事業所名の記載がない場合は自認
（手書き可）してください。

取組の期間がない場合は、現在も
取組があることを自認（手書き可）
してください。

⑥ 健康起因事故防⽌の意識向上に向けた取組

グ
ル
ー
プ
４ 

― 

（1）
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　　　　　　　＜会議の議事概要（例）＞

■熱中症対策や腰痛予防等の実践的な取組など

　◦判断基準
　　�　基準日（2026 年 7 月 1 日）現在行っている、健康起因事故防止に向けた取組

　◦提出書類
　　　取組がわかる資料や写真

　◦確認内容
　　�　以下の例（ａ）、（ｂ）はそれぞれ（ア）、（イ）、及び（ｃ）は（ア）の提出書類により申請事業所（営業所）

の取組であること、基準日現在の取組であること、法令義務を上回る内容であることを確認します。

　　例：熱中症対策の取組例　
　　　（a）空調服の配布…（ア）購⼊時の領収書等、及び（イ）着⽤写真等
　　　（b) ペットボトル飲料や塩あめ等の配布…�（ア）写真等、及び（イ）領収書・案内等（日付が確認できること）
　　　（c）熱中症対策にかかる会議・勉強会‥‥（ア）対象期間内に 2 回以上実施したものがわかる書類等
　　　※�熱中症対策において、「体制整備」、「手順作成」、及びその「関係者への周知」については、労働安全

衛生規則にて義務づけられている内容のため加点の対象とはなりません。

　対 象 外
◦法律で義務付けられているもの（定期健康診断や従業員 50 ⼈以上事業所のストレスチェック等）
◦具体的な取組内容がわからないもの
◦取組が継続的 • 定期的であるとわからないもの（具体例①、③、⑥）
◦各内容の判断基準に適合しないもの
◦ガン検査、ガン予防に関するもの（健康起因事故防止には当たらないため）

⑦ その他、健康起因事故防⽌に向けた継続的な取組

会社名・営業所名
開催年月日
開催場所

桜 一郎 新宿 太郎 ●● ●●
●● ●●

健康ミーティング 議事概要
桜運送㈱ 新宿営業所

令和●年●月●日
新宿営業所 会議室

参加者名簿

議題：熱中症に気をつけよう

主な意見：
・しっかり睡眠をとる　　・質の良い睡眠をとる
・ムリをしない　　・こまめに水分補給をする
・塩分補給をする（塩あめの携行）

（エ）申請事業所（営業所）名

（イ）�開催年月日（西暦、和暦
どちらでも構いません）

（ウ）�参加者「⽒名」を記載。
　※�カラーマーカーをつけ、役

職員名簿にチェック

（ア）取組内容
　�健康に関する内容

グ
ル
ー
プ
４ 

― 

（1）
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　提出書類
◦登録証、認定証及び付属書等　　　　　　　＜認定証（例）＞
　（認定事業所の範囲が明記された資料）

◦確認内容
　　（ア）認証の内容
　　（イ）認証の対象事業（範囲）
　　（ウ）事業所名（営業所名）　
　　（エ）有効期間内であるかどうか

＜注意事項＞
　・�登録証や認定証に、申請事業所（営業所）名の記載がない場合、別途挙証書類（付属書）の添付、また

は⾃認書を添付し、申請事業所（営業所）が認証に含まれることを明らかにしてください。
　・付属書等にて、認証や対象範囲に輸送の安全に係る内容が含まれていることを確認してください。
　　※輸送の安全や環境への取組に係る内容が確認できない場合は、加点とならない場合があります。

　対 象 外
◦対象範囲に貨物輸送に関する事項が含まれていないもの（倉庫業、産業廃棄物処理等）
◦運送部⾨に関わりのない認証制度
◦⾃社内独⾃の認定制度
◦ G マーク（貨物自動車運送事業安全性評価事業）の認定
◦宣言や参加のみで第三者機関の審査に基づかないもの

（ア）認証の内容（種類）

（イ）認証の対象範囲（運送部⾨）

（ウ）�認定事業所（申請営業所名
の記載がない場合は自認（手
書き可）してください。

（エ）�基準⽇（2026 年 7 月 1 日）
現在で有効な期間

グ
ル
ー
プ
４ 

― 

（2）

4－（2）．輸送に係る安全や環境に関する認証や認定の取得（1点）

判
断
方
針

◆ �事業所または会社全体の輸送に係る安全や環境への取組を認証する、公的な第三者機関からの認定、認
証の取得の有無を確認します。

判
断
基
準

◆ �申請事業所（営業所）が行う輸送の安全や環境への取組について、公的な第三者機関から認定、認証さ
れていることを登録証、認定証及び付属書等により確認します。

具
体
的
内
容

◆ �認定・認証の範囲がトラック貨物輸送を対象とするものに限ります（倉庫部門や産業廃棄物処理等、ト
ラック貨物輸送に関わりのないものを除く）

◆ ��下記具体例に含まれない認証制度の場合は、輸送の安全や環境への取組に関する認定であることがわ
かる資料（制度の案内、基準等）を添付してください。

【認定・認証制度の具体例】
　 ○ ISO39000 シリーズ（道路交通安全マネジメントシステム）	 ○ グリーン経営認証
　 ○ ISO14000 シリーズ（環境マネジメントシステム）	 ○ エコステージ認証
　 ○ ISO9000 シリーズ（品質マネジメントシステム）	 ○ エコアクション 21 認証
　 ○ 働きやすい職場認証
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　提出書類
◦運輸安全マネジメント評価報告書　　＜例＞

◦確認内容
　　（ア）Ref.No
　　（イ）評価⽇
　　（ウ）事業者名称及び代表者⽒名
　　（エ）「署名：評価チームリーダー」

　対 象 外
◦「国⼟交通省が⾏う運輸安全マネジメント評価」
　　�　「国⼟交通省が⾏う運輸安全マネジメント評価」は、国交省が事業者を選定し⾏う事業であり、事業
者⾃らが⾏う取り組みではないため、「安全性に対する取組の積極性」の評価対象とはなりません。あ
くまでも上記の第三者認定機関が⾏う「安全マネジメント評価」が対象となります。

◦「運輸安全マネジメントセミナー」
　　�　国⼟交通省が認定した「運輸安全マネジメント認定セミナー」の受講は、グループ１−（2）で評価す
る内容となります。誤ってこの項⽬に資料添付をしないように注意してください。

◦「運輸安全マネジメントの取組そのもの」
　　�　事業所内での「運輸安全マネジメント」の実施に係る取組については、評価項⽬Ⅰ．「安全性に対す
る法令の遵守状況」で評価する内容（申請案内 P.9 参照）となるので、評価項⽬Ⅲ．「安全性に対する取組の積
極性」の当該項⽬における評価対象ではありません。

（ア）Ref.No

（イ）評価⽇

（ウ）事業者名称
　・代表者⽒名

（エ）評価チームリーダーの署名
　※�第三者機関（国交省、運輸局

以外）による

（エ）評価チームリーダーの署名
　※�第三者認定機関（国交省、運

輸局以外）によるグ
ル
ー
プ
４ 

― 

（3）

4－（3）．�国が認定する第三者機関による運輸安全マネジメント評価
の受審（1点）

判
断
方
針

◆ ‌�国が認定する第三者機関による運輸安全マネジメント評価の実施の有無を確認します。

判
断
基
準

◆ �過去2年間（評価終了日が2024年7月2日～2026年7月1日）に実施された評価報告書により確認します。

具
体
的
内
容

◆ �国が認定する第三者機関による運輸安全マネジメント評価※であり、貨物自動車運送事業所としての評
価に限ります。

※ 国が認定する第三者機関による運輸安全マネジメント評価とは、任意の有料で受審する評価です。
【国が認定する第三者機関】（令和 8年 4月現在）
　 ○ 独立行政法人自動車事故対策機構（NASVA）	 ○ MS ＆ ADインターリスク総研株式会社
　 ○ SOMPOリスクマネジメント株式会社	 ○ 東京海上ディーアール株式会社
　 ○ 一般財団法人日本品質保証機構（JQA）	 ○ 一般社団法人日本海事検定協会（NKKK）
　 ○ 黒井産業株式会社

　　　　安全マネジメント評価第三者認定機関
　　　　https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03management/thirdparty.html

参考
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　提出書類
◦表彰状のコピー、または表彰状・表彰盾を写した写真（下記の確認内容が読み取れるもの）
　※�セーフティ・チャレンジ等、申請事業所（営業所）の選任運転者のチーム・グループが受賞した無事故に関
する交通事故防止表彰について、表彰状に申請事業所（営業所）名の記載がない場合は、参加者が申請事
業所（営業所）の運転者であることが判別できる資料（当該年度の申込書等）をあわせて添付してください。

◦確認内容
　　（ア）表彰の対象が申請事業所（営業所）名または申請事業所（営業所）の代表者名
　　（イ）表彰の内容　（ウ）受賞年月日　（エ）表彰機関
　　※セーフティ・チャレンジ等の場合は、当該営業所で表彰を受けた参加者

＜表彰状（例）＞

＜セーフティ・チャレンジ（例）＞

グ
ル
ー
プ
４ 

― 

（4）

4－（4）．�過去 3年間以内の行政、外部機関、トラック協会による　
輸送の安全に関する表彰の実績（1点）

判
断
方
針

◆ 輸送の安全に関する公的な表彰を受けたことの有無を確認します。

判
断
基
準

◆ ‌�過去 3年間（2023 年 7 月 2日～ 2026 年 7 月 1日）において、当該申請事業所及び事業所の代表者に対
する表彰が確認できれば加点の対象とします。

具
体
的
内
容

輸送の安全や交通安全等の取り組みに関する表彰について評価を行います。

【表彰機関の具体例】
　 ○ 国土交通省、地方運輸局、運輸支局等	 ○ 警察庁、都道府県警察本部、警察署等
　 ○ その他関係行政機関	 ○ 全日本トラック協会
　 ○ 各都道府県トラック協会本部・支部	 ○ 陸上貨物運送事業労働災害防止協会（陸災防）
　 ○ トラック交通共済協同組合　　　等

 
 
表
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状

 
○
○
運
送
株
式
会
社

 
 
○
○
営
業
所
 
殿

 
貴
社
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令
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交
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安
全
無
事
故
・
・
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・
・
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・
・
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・
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こ
こ
に
表
彰
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ま
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令
和
六
年
●
月
●
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・
・
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・
協
会

 
 
 
 
 
・
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・
・

 【セーフティ・チャレンジ等の場合】
トラック・セーフティ・ラリー参加申込書

昭
年 月 日

平
昭

年 月 日

平
昭

年 月 日

平
昭

年 月 日

平
昭

年 月 日

平

役職・氏名

(代理人）
法人名

(事業所名)

年 月 日達成 ・ 未達成 年月日 令和

ドライバー

それ以外
5

ドライバー

それ以外
4

ドライバー

それ以外

3

ドライバー

それ以外

2

ドライバー

それ以外

生年月日
委任者氏名

1

号番証許免№
種職ナガリフ

どちらかに○
印

（ア）事業者・営業所名称

事業者・営業所名称
（代表者⽒名）

（イ）表彰の内容

申込の年⽉⽇

（ウ）受賞年月日
　�（令和5年7⽉2⽇〜令和8年7⽉1⽇）

参加者（当該申請事業
所（営業所）所属の選
任運転者が 1 名以上い
ること）
※�役職員名簿に名前の

ある選任運転者にマー
カーをつけてください。

（エ）表彰機関

＜例＞
当該営業所の名称が明記されていない場合

＜手書き記入例＞
表彰状のコピーに①または②を記入して提出してください。
①当該事業所に対する表彰の場合
②他事業所と当該事業所が含まれる表彰の場合

表 

彰 

状

○
○
運
送
株
式
会
社 

殿
―――　

――
　

①
東
京
営
業
所
に
対
す
る
表
彰
で
す

②
東
京
営
業
所
を
含
む
表
彰
で
す

表 

彰 

状

○
○
運
送
株
式
会
社 

殿
―――　

――
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＜注意事項＞
・�表彰状にて、当該申請事業所（営業所）の名称が明記されていない場合は、当該営業所が対象であるこ

とを証明する資料を添付するか、提出資料にその旨を⾃認してください。（手書き可）
・�本社営業所のみの場合で、表彰状には会社名のみの記載の場合も、同様に挙証資料を添付するか、提出

資料にその旨を⾃認してください。（手書き可）
・�表彰状や表彰盾を写真で撮影する際、反射や不鮮明であることによって内容が読み取れない場合は、提

出資料に記載されている内容を記入してください。（手書き可）
・�セーフティ・チャレンジ等にて表彰の宛名に当該申請事業所（営業所）名がない場合は、チーム（グループ）

のメンバーが役職員名簿に記載のある選任運転者であることがわかる資料（申込書等）を添付してくだ
さい。

　対 象 外
◦業界の発展に関する表彰
◦警察活動への協力等（輸送の安全や交通安全に関わりのないもの）に関する表彰
◦⺠間企業（保険会社）等による表彰
◦運転者個⼈に対する表彰
◦永年勤続表彰
◦輸送の安全に係る内容が確認できないもの

グ
ル
ー
プ
４
― 

（4）
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　提出書類（以下の（ａ）または（ｂ）に対応する書類をそれぞれ添付してください）

※導入車両は事業用自動車に限ります。

※運⾏管理画⾯と、車両の写真及び⾞検証は同⼀の⾞両登録番号のものを提出してください。

�① の 画 面 上 と 車 検 証 に 記 載 さ れ て い る 車 両 番 号 と
同じ車両の正面からの写真

・�ドラレコのカメラ等を⾞両の外側から撮影する場合は、フロントガラスの反射に注意して撮影してください。
・�ドラレコ本体について提出する場合は、可能な限りメーカー名や、機種番号などがわかるように写真を撮
影してください。

※�後付けではなく⾞両に搭載されている場合は、車両のカタログや取扱説明書等で判断ができれば写真の添
付の必要はありません。

② ①の運⾏管理画⾯上に写っている⾞両の写真

③ 機器の設置状況が確認できる写真（ドラレコ等機器の写真）

① 運⾏管理システム上で、②〜④の⾞両の運⾏管理を⾏っていることがわかる画⾯の写真

2026/4/1

札幌 100か0000

札幌 100
か 00-00

（ア）�画⾯上の運⾏⽇（西暦、和暦どちらでも
構いません）

⾞両の前⾯から⾞両とナ
ンバープレートが確認で
きる写真

（イ）�管理番号（表示が車両登録番号でない
場合は、車両登録番号がわかるように
記入してください（手書き可））

グ
ル
ー
プ
４
― 

（5）

4－（5）．�リアルタイムGPS 運行管理システムなどの先進的運行管
理システムの導入（1点）

判
断
方
針

◆  ‌�GPS（位置情報）等を活用した運行管理システムの活用について評価します。

判
断
基
準

◆ �基準日（2026 年 7 月 1日）現在、リアルタイムGPS運行管理システムの導入について確認できれば加
点の対象とします。

（ａ）ドライブレコーダー等⾞両に備え付けるシステム（次の①〜⑤をすべて提出してください）
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基準日（2026年 7月 1日）現在有効であること。
※情報確認のため、電⼦⾞検証の「⾃動⾞検査証記録事項」を必ず添付してください。

　　＜⾃動⾞検査証記録事項（電⼦⾞検証）＞ ＜電⼦⾞検証券面＞

・�取扱説明書等については、機種名・型番、及びその機能や性能が記載されている該当ページをコピーして
添付してください。

◦確認内容　※上記①～⑤で確認する内容
（１）運⾏管理の状況：（ア）画⾯上の運⾏⽇　（イ）⾞両のナンバー等管理番号
（２）⾞両に係る情報（⾞検証・写真）：（ア）ナンバー　（イ）有効期間　（ウ）住所 ※運⾏管理画⾯と同⾞両
（３）運⾏管理システムの導⼊状況：（ア）機器・ソフト類の性能や機能　（イ）設置・導⼊状況
※�①の管理画面上、②の車両番号の写真、④の車検証の車両はすべて同一（車両登録番号が同じ）であるこ
とを確認します。

（ｂ）�ドライバー個⼈が携帯する端末によるGPS運行管理システム（次の①〜④をすべて提出してください）
※スマートフォン上の単なるGPS 機能のみでは加点の対象となりません。

※�ドライバーが携帯する端末と車両が紐づいている必要があります。
※�運⾏管理画⾯上で、⾞両もしくはドライバーどちらかの情報しか表⽰されない、または独⾃の番号を使⽤
している場合は、提出資料に記入（手書き可）してください。

⑤ 機器類の機能や性能がわかる資料（機器類のカタログや取扱説明書等）のコピー

④ ①〜③で添付した機器設置⾞両の電子⾞検証の「自動車検査証記録事項」のコピー

① �ドライバーが携帯する端末の位置情報を運行管理システム（アプリ）等で管理しているこ
とがわかる画面の写真等

（ア）�車両登録番号、資料①～③
の番号と一致すること

（イ）有効期間

（ウ）�住所（申請事業所（営業所）
の所在地・施設等の住所）

（エ）�事業⽤（緑ナンバー）
であること

グ
ル
ー
プ
４
― 

（5）

（ｂ）ドライバー個⼈が携帯する端末によるGPS運行管理システム（次の①〜④をすべて提出してください）

【6月1日修正更新済み】
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※⾞両については、運⾏管理画⾯と、ナンバー写真及び⾞検証とで同⼀の⾞両を提出してください。

�①の管理画面と車検証に記載されている車両登録番号と
同じ車両の正面からの写真

基準日（2026年 7月 1日）現在有効であること。
※情報確認のため、電⼦⾞検証の「⾃動⾞検査証記録事項」を必ず添付してください。

　　＜⾃動⾞検査証記録事項（電⼦⾞検証）＞ ＜電⼦⾞検証券面＞

・�取扱説明書等については、ソフトウェア名及びその機能や性能が記載されている該当ページをコピーして
添付してください。

② ①の運⾏管理画⾯上に写っている⾞両の写真

③ ①、②で添付した対象の⾞両の電子⾞検証の「自動車検査証記録事項」のコピー

④ 使⽤している運⾏管理のアプリ等ソフトウェアの仕様や機能、性能がわかる資料

⾞両の前⾯から⾞両とナ
ンバープレートが確認で
きる写真

（ア）車両登録番号

（イ）有効期間

（ウ）�住所（申請事業所（営業所）
の所在地・施設等の住所）

（エ）�事業⽤（緑ナンバー）
であること

2026/4/1

サトウ タロウ
001

※画像内のサトウタロウ（001）は、車検証
及び写真の車両である「札幌100あ0000」
に搭乗しています。

（ア）画⾯上の運⾏⽇

（イ）�⾞両番号またはドライバー名、
管理番号等

画面上にドライバーと⾞両が紐づいて
いることがわかる情報がない場合は資
料に記入してください（手書き可）。

札幌 100
か 00-00

グ
ル
ー
プ
４
― 

（5）
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　　（ア）運⾏管理に関する機能が確認できる部分（カタログや取扱説明書の該当ページなど）
　　（イ）運⾏管理の形態を確認できる部分（使⽤する端末、連携の仕組みなど）
　　※上記 2点を確認できる部分を添付してください。

◦確認内容　※上記①～④で確認する内容
　（１）運⾏管理の状況：（ア）管理画⾯上の運⾏⽇　（イ）⾞両登録番号、ドライバー名
　（２）⾞両に係る情報（⾞検証・写真）：（ア）車両登録番号　（イ）有効期間　（ウ）住所※運行管理画面と同車両
　（３）運⾏管理ソフトウェアの導⼊状況：（ア）アプリ・ソフト類の性能や機能　（イ）導⼊状況
　※�①の管理画面上、②の車両番号の写真、③の車検証の車両はすべて同一（車両登録番号が同じ）であるこ
とを確認します。

＜注意事項（まとめ）＞
　・位置情報が分かる機能のみでは加点の対象となりません。（運行管理と連動していること）
　・�申請する⾞両については⾃認項⽬グループ 3 −（3）と同⼀でも構いませんが、写真や⾞検証等、関係

する資料は、必ずそれぞれの項⽬で添付してください。
　・電⼦⾞検証の「⾃動⾞検査証記録事項」を必ず添付してください。
　　※「券⾯」のみでは審査に必要な情報が確認できないため、加点の対象となりません。
　・⾞両については、運⾏管理画⾯と、車両の写真及び⾞検証とで同⼀の⾞両を提出してください。
　　※提出する⾞両については 1 台分で構いません
　・�運⾏管理画⾯で、⾞両登録番号ではなくシステムや会社独⾃の番号を使⽤している、またはドライバー

名のみ表⽰される場合、提出資料上に車両登録番号が分かるよう記入（手書き可）してください。
　・画⾯や写真の資料が不鮮明等で必要な情報が読み取れない場合、加点とならない場合があります。
　　※スクリーンショットでの画⾯撮影を推奨します。（下記参照）

＜スクリーンショット⽅法の⼀例（Windows PC）＞

　対 象 外
◦機器類の導⼊に係る補助金、助成⾦の交付等の資料
◦具体的な運⾏管理に関する内容が確認できないもの
◦ GPS 等で位置情報を把握するのみで、運⾏管理に結びついていると読み取れないもの

「Print Screen」キー

スクリーンショットを撮りたい画面で、「Fn」キーと「Print Screen」キーを同時に押す。
WordまたはExcelなどに貼り付ける。
※ボタンの位置、名称はキーボードによって異なります。

グ
ル
ー
プ
４ 

― 

（5）



- 75 -

　提出書類
◦以下の①～②をすべて提出してください。
　①制度の具体的内容がわかる資料：制度要綱・認定要領など。該当部分にマーカーを付してください。
　　※申請事業所（営業所）名の記載がない場合は、資料に記入（手書き可）してください。
　②表彰状況・認定結果・手当の⽀給状況等が確認できる資料
　　（直近の実績　※昨年度もしくは今年度の表彰状況・認定状況・支給状況）
　　・表彰：表彰状のコピーや表彰盾の写真、あるいは表彰したことがわかる書類（写真・⽂書など）
　　・認定：認定証のコピーなど実施が確認できる資料
　　・⼿当：⼿当が確認できる給与明細や⽀給⽂書のコピー（個⼈情報部分は隠しても構いません。）

◦確認内容
　　（ア）制度の具体的基準内容　（イ）直近の実施状況　（ウ）当該申請事業所（営業所）の取組であること

＜注意事項＞
　■ �以下の内容について提出書類上で確認できない場合は、⾃認（手書き可）してください。
　　・制度要綱等に当該営業所名の記載がない場合
　　・制度要綱等に、基準⽇現在有効であることや、施⾏⽇等の記載がない場合
　　・申請事業所（営業所）における直近の実績がない場合
　　　※�他営業所における実績があれば他営業所の資料を添付しても構いません。
　　　※他営業所の実績も無い場合は、制度要綱等に実績がないことを自認（手書き可）してください。
　■ グループ会社等の表彰制度で提出する場合、⾃営業所との関係性がわかる書類を添付してください。

　対 象 外
◦交通事故防⽌や省エネ運転と関わりが具体的に読み取れない制度
◦制度の具体的な内容が確認できないもの
◦直近の実績が確認できないもの

グ
ル
ー
プ
４ 

― 

（6）

4－（6）．�自社内独自の無事故運転者表彰制度又は省エネ運転認定　
制度の活用（1点）

判
断
方
針

◆ �交通事故防止や省エネ運転に関する自社内独自の表彰制度の設定による、交通事故防止に向けた取組に
ついて評価します。

判
断
基
準

◆ �基準日（2026 年 7月 1日）現在における取り組みの自主性、積極性、独創性、先進性について確認でき
れば加点の対象とします。

具
体
的
内
容

◆ �当該事業者又は当該営業所における営業所単位、グループ単位または運転者個人に対する無事故や省エ
ネ運転等に関する表彰又は認定制度等について評価を行います。

　 ○ 基準日（2026 年 7 月 1 日）現在において有効な表彰または認定制度であること
　 ○ 制度要綱や認定要領、手当の支給制度など具体的な取組が確認できること
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新規申請
初回更新～ 5回目更新申請 6回目更新

Ａ，Ｃ Ｂ，Ｅ Ａ，Ｃ Ｂ，Ｅ

①申請案内の頒布
（4 月下旬）

●全日本トラック協会ホームページに掲載（PDF）
●冊子配布（各地方実施機関（都道府県トラック協会））

②書類作成の手引き
・各種書式の公表

（4 月下旬）

2026 年 4 月末頃
●全日本トラック協会ホームページに掲載（PDF）

③Web申請システム
での申請書作成
（2026/6/1 ～

2026/7/14）

2026 年 6 月 1 日（月）より全日本トラック協会のホームページよりログインし、申請書・自認書を
作成することができます。（P.18 ～ 19 参照）

Web 申請システムで申請書を作成する。

Web 申請システム
で「Ⅲ．安全性に
対する取組の積極
性」の自認書を作
成する。

Web 申請システム
で「Ⅲ．安全性に
対する取組の積極
性」の自認書を作
成する。

（作成の必要はあり
ません。）

Web 申請システム
で安全性に対する
取組の積極性の自
認書を作成する。

（作成の必要はあり
ません。）

一時保存　※申請受付は完了していません。

④申請受付
（2026/7/1 ～

2026/7/14）

Web 申請システムにログインし、一時保存したデータの内容を確認し「申請ボタン」を押す。

申請登録完了画面を確認し、「申請登録完了メール」を受信する。

申請登録完了画面
で「印刷」ボタン
を押し、「提出用」
の「申請書」と「自
認書」を印刷する。

申請登録完了画面
で「印刷」ボタン
を押し、「提出用」
の「申請書」と「自
認書」を印刷する。

（申請登録完了画
面で「印刷」ボタ
ンを押すと、「申請
書」の控えをダウ
ンロードすること
ができます。）

（申請登録完了画
面で「印刷」ボタ
ンを押すと、「申請
書」と「自認書」
の控えをダウンロ
ードすることがで
きます。）

（申請登録完了画
面で「印刷」ボタ
ンを押すと、「申請
書」の控えをダウ
ンロードすること
ができます。）

⑤窓口への資料提出
（2026/7/14 締切）

「Ⅲ．安全性に対す
る取組の積極性」
の挙証書類を作成
し、「申請書」、「自
認書」を添えて、
期限迄に地方実施
機関（都道府県ト
ラック協会）窓口
に提出する。（P.22
～ 75 参照）
※�挙証書類一式の

控え（写し）を
必ずお⼿元に保
管下さい。

「Ⅲ．安全性に対す
る取組の積極性」
の挙証書類を作成
し、「申請書」、「自
認書」を添えて、
期限迄に地方実施
機関（都道府県ト
ラック協会）窓口
に提出する。（P.22
～ 75 参照）
※�挙証書類一式の

控え（写し）を
必ずお⼿元に保
管下さい。

（提出の必要はあり
ません。）

（提出の必要はあり
ません。）

（提出の必要はあり
ません。）

⑥申請書の保管 地方実施機関より、申請受付完了後、「受付完了メール」を送信します。
メールに記載された URL から「申請書 控」等をダウンロードし、認定発表まで保管して下さい。

⑦認定の発表
（2026 年 12 月中旬）

全国実施機関より、申請事業所あてに郵送で評価結果を通知します。
「安全性優良事業所」に認定された事業所は全日本トラック協会のホームページにて公開します。

 申請スケジュール



地方貨物自動車運送適正化事業実施機関一覧
実施機関 〒 所　在　地 TEL FAX
北 海 道 064-0809 札幌市中央区南 9条西 1-1-10 2F 011-551-1357 011-521-5810
札幌事務所 064-0809 札幌市中央区南 9条西 1-1-10 3F 011-206-7900 011-520-6520
函館事務所 041-0824 函館市西桔梗町 555-32 0138-49-1777 0138-49-1659
室蘭事務所 050-0081 室蘭市日の出町 3-4-11 0143-44-0993 0143-45-8024
旭川事務所 079-8442 旭川市流通団地 2-4 0166-73-7760 0166-47-5079
帯広事務所 080-2459 帯広市西 19条北 2-4 0155-36-8575 0155-35-4614
釧路事務所 084-0906 釧路市鳥取大通 6-1-4 0154-51-3108 0154-52-4019
北見事務所 090-0835 北見市光西町 167 0157-24-4833 0157-24-8613
青 森 県 030-0111 青森市大字荒川字品川 111-3 017-729-2000 017-729-2266
岩 手 県 020-0891 紫波郡矢巾町流通センター南 2-9-1 019-637-2171 019-638-5010
宮 城 県 984-0015 仙台市若林区卸町 5-8-3 022-788-0223 022-237-5290
秋 田 県 011-0904 秋田市寺内蛭根 1-15-20 018-863-5041 018-863-7354
山 形 県 994-0075 天童市蔵増 1465-16 023-616-6136 023-616-6138
福 島 県 960-0231 福島市飯坂町平野字若狭小屋 32 024-558-7755 024-558-7731
茨 城 県 310-0913 水戸市見川町 2440-1 029-303-7201 029-303-7202
栃 木 県 321-0169 宇都宮市八千代 1-5-12 028-684-5882 028-684-5889
群 馬 県 379-2166 前橋市野中町322-1（群馬県交通運輸会館内） 027-212-8821 027-212-8009
埼 玉 県 330-8506 さいたま市大宮区北袋町 1-299-3 048-645-2774 048-631-2006
千 葉 県 261-0002 千葉市美浜区新港 212-10  （一社）千葉県トラック協会 3F 043-302-1980 043-247-2691
東 京 都 160-0004 新宿区四谷 3-1-8 03-3359-4138 03-3359-6009
神奈川県 222-0033 横浜市港北区新横浜 2-13-4  神交共ビル 3F 045-471-5877 045-471-5536
山 梨 県 406-0034 笛吹市石和町唐柏 1000-7 055-262-5561 055-263-2036
新 潟 県 950-0965 新潟市中央区新光町 6-4 025-285-1717 025-285-8455
長 野 県 381-8556 長野市南長池 710-3 026-254-5151 026-254-5155
富 山 県 939-2708 富山市婦中町島本郷 1-5 076-495-8800 076-495-1600
石 川 県 920-0226 金沢市粟崎町 4-84-10 076-239-2285 076-239-2287
福 井 県 918-8115 福井市別所町第 17号 18-1 0776-34-1713 0776-34-2136
岐 阜 県 501-6133 岐阜市日置江 2648-2 058-279-3771 058-279-3773
静 岡 県 422-8510 静岡市駿河区池田 126-4 054-283-1920 054-283-1921
愛 知 県 467-8555 名古屋市瑞穂区新開町 12-6 052-746-4865 052-746-4867
三 重 県 514-8515 津市栄町 1-941 059-227-6767 059-225-2095
滋 賀 県 524-0104 守山市木浜町 2298-4 077-516-8411 077-585-8015
京 都 府 612-8418 京都市伏見区竹田向代町 48-3 075-671-3175 075-661-0062
大 阪 府 536-0014 大阪市城東区鴫野西 2-11-2 06-6965-4024 06-6965-1902
兵 庫 県 657-0043 神戸市灘区大石東町 2-4-27 078-882-5556 078-882-5565
奈 良 県 639-1037 大和郡山市額田部北町 981-6 0743-23-1200 0743-56-2228
和歌山県 640-8404 和歌山市湊 1414 073-422-6771 073-422-6121
鳥 取 県 680-0006 鳥取市丸山町 219-1 0857-22-2694 0857-27-7051
島 根 県 690-0001 松江市東朝日町 194-1 0852-21-4272 0852-22-4408
岡 山 県 700-8567 岡山市北区青江 1-22-33 086-234-8211 086-234-5600
広 島 県 732-0052 広島市東区光町 2-1-18 082-264-1539 082-261-2496
山 口 県 753-0812 山口市宝町 2-84 083-922-0978 083-925-8070
徳 島 県 770-0003 徳島市北田宮 2-14-50 088-632-8810 088-632-4701
香 川 県 760-0066 高松市福岡町 3-2-3 087-851-6381 087-821-4974
愛 媛 県 791-1114 松山市井門町 1081-1 089-957-1069 089-993-5501
高 知 県 781-8016 高知市南の丸町 5-17 088-832-3499 088-831-0630
福 岡 県 812-0013 福岡市博多区博多駅東 1-18-8 092-451-7846 092-451-7964
佐 賀 県 849-0921 佐賀市高木瀬西 3-1-22 0952-36-6653 0952-36-6658
長 崎 県 851-0131 長崎市松原町 2651-3 095-838-2281 095-839-8508
熊 本 県 862-0901 熊本市東区東町 4-6-2 096-369-3968 096-369-1194
大 分 県 870-0905 大分市向原西 1-1-27 097-558-6311 097-552-1591
宮 崎 県 880-8519 宮崎市恒久 1-7-21 0985-53-6767 0985-53-2285
鹿児島県 890-0033 鹿児島市西別府町 2941-19 099-821-5858 099-821-5859
沖 縄 県 900-0001 那覇市港町 2-5-23 098-863-0280 098-863-3591
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適切ではない使用例

※2026年 1月以降に貼付されている場合

Ｇマーク制度の信頼性を維持するためにも、車両に貼付される「Ｇマーク」
ステッカーの適切な使用をお願いします。
　以下の「Ｇマーク」ステッカーの貼付は不正使用となり、是正されない場
合は認定を取り消します。

Gマーク認定ステッカーの適切な使用について！ ！

国土交通大臣指定　全国貨物自動車運送適正化事業実施機関
公益社団法人 全日本トラック協会

〒160-0004  東京都新宿区四谷 3-2-5     　
TEL 03-3354-1067　FAFAF X 03-3354-1019
ホームページ  https:// j ta.or. jp/

車両を売却する際には
「Ｇマーク」ステッカーを
剝がして下さい。

G マーク 検索

有 効 期 限 が 過 ぎ た
ス テ ッ カ ー の 貼 付

有効期限を隠滅した
ス テ ッ カ ー の 貼 付

有効期限2025年末




